（様式第８号の附表１）

令和７年度障がい者ＩＴサポートセンター運営事業　委託業務企画提案書

（※記入欄は適宜拡縮可とします。）
（※本提案書に基づき選考を実施するため、これまでの取組、

得意分野、実施計画等、遺漏なきよう記入してください。）
（1）法人の概要
	法人名
	

	法人所在地
	

	ＩＴサポート

コーディネーター配置先
	


　　　
(2)障がい者のＩＴ活用支援に関する法人の取組

　　（※障がい者のＩＴを活用した社会参加、就労について貴法人のこれまでの取組、就労の支援実績、行政機関からの業務受託の実績等を具体的（ＩＴを活用した事業所での作業内容と実施実績○年、支援を受けて一般就労した人数○名、等）に記入してください。）

（※法人の構成、職員数がわかる資料（様式自由）を添付してください）

	


（3）ＩＴサポートコーディネーターとして配置を予定する者について
　　（※ＩＴサポートコーディネーター配置予定者について、資格、経験等を記入してください。）

	氏名
	

	現在の所属・職名及び従事している業務の内容
	

	福祉サービス事業所における支援の経験・実績
	（業務内容及び従事した施設等）

（従事年数）

※複数ある場合は、順次記載してください。

	資格の取得・研修（相談支援専門員等）の受講履歴

	（資格）
（研修の受講履歴）

	ＩＴサポートコーディネーターとしての適性（自己ＰＲ等）
	


（4）事業全体の実施計画について

　　（※事業の実施にあたって重視する点とその理由、事業実施の方針等を記入し、「令和７年度障がい者ＩＴサポートセンター運営事業　事業経費計画書」＜様式第８号附表の２＞を作成・添付してください。）
　　（※障がい種別に応じた支援、対応方針についても記入してください。）
	


（5）ＩＴに関する利用相談、情報提供について

　　（※事業実施にあたって寄せられる相談への対応方針及び方法、障がい者がＩＴを利活用するにあたって必要、または有用な周辺機器、関連ソフトに関する情報提供方法について記入してください。）
	


（6）タブレット端末等によるＩＴ活用の促進
　　（※特にタブレット端末、スマートフォン等のモバイル機器を活用した障がい者のＩＴ活用促進のために開催する講習会の計画及び運営方法、その内容と、情報セキュリティに関する普及啓発の方法について計画を記入してください。）

	


（7）障害福祉サービス事業所等へのＩＴ利活用の普及啓発
　　（※障害福祉サービス事業所等を通じたＩＴ機器の利活用に関する普及啓発の計画、方法（訪問講習等）、協力事業所の確保の見込み等について記入してください。）

	


（8）ＩＴに関する障がい者の就労支援
　　（※テレワーク等ＩＴを活用した形態による障がい者の就労支援、ＩＴ技能を活かした就労を希望する障がい者への就労支援等について、計画、支援方法、就労を希望する障がい者の確保計画等を記入してください。）

	


（9）テレワークの推進を目的とするセミナー等の開催について
　　（※セミナー等の開催によるテレワーク推進の取組みの計画と、その開催及び運営方法、セミナー等の内容、セミナー等の開催にあたって設定する参加者数の見込み、目標について記入してください。）

	


（10） 当事者、企業等へのテレワークに関する情報提供及び情報収集、受け入れ先の開拓について
　　（※テレワークに関する当事者及び支援者への情報提供及び体験の場の提供に関する取組と、企業への情報提供、情報収集、受け入れ企業開拓に関する取組について、それぞれ実施計画、方法、目標等について記入してください。）
	（当事者、支援者向けの取組）
（企業向けの取組）
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